
大分県行財政高度化指針

【 素案・修正検討項目対照表 】





素 案 修 正 検 討 項 目

２３年度末の財政調整用基金残高は４３５億円とビジョンの目標を
４００億円上回る見込みとなっています。

３００億円を確保できる見込みとなるなど

●「立案・企画」を「企画立案・実行」に修正

●素案から指針確定への段階を踏まえて「（素案）」を削除

●３月補正後の状況を踏まえて修正

●「２４年度以降の大まかな財政見通しにおいても」を
「今後の財政収支見通しにおいても」に修正

●「今後の財政収支見通し」を踏まえて「概ね」を削除

「大分県行財政高度化指針（素案 」の策定に当たって）

大分県では、平成１６年に「行財政改革プラン 、２１年に「中期行財政運営ビジョ」

ン」を策定し、聖域なき行財政改革に取り組んでまいりました。

県民の皆様のご理解とご協力により、２３年度末の財政調整用基金残高は３２３億円

とビジョンの目標を２８８億円上回る見込みとなっています。さらに、２４年度以降の

大まかな財政見通しにおいても、毎年４０億円の行革努力が前提となりますが、２７年

度末においても安定的な財政運営に必要な基金残高である３００億円を概ね確保できる

見込みとなるなど、持続可能な財政基盤の強化が図られてきたと考えています。

ビジョンに基づく取組は今年度で終了しますが、現在の本県を取り巻く状況を顧みま

すと、東日本大震災からの復興や歴史的な円高など、国内外の動向は不透明であり、今

後の県内経済や県予算への影響が計り難い状況です。

また、日本社会の成熟化・複雑化に伴い、個人の価値観や生き方も大きく変化してお

り、県民ニーズの多様化・高度化が進んでいます。

このような状況の中で、限られた行政資源を最大限に活用し、県民中心の県政を展開

するためには ①県民への行政サービスの 高度化 ②行政体としての大分県庁の 高、 「 」、 「

度化」に取り組む必要があります。そのため、行政の「質」の向上と「行革実践力」の

発揮を主眼とする新たな行財政運営の指針となる「大分県行財政高度化指針」を策定す

ることとしました。

具体的には、持続可能な行財政基盤を構築することはもとより、県民の行政参画の促

政策を企画立案・実行する

策定に当たっては、県議会をはじめ、民間の有識者や県民の皆様
から多様なご意見・ご提言をいただき、その趣旨を反映したところ
です。
今後、全職員が一丸となって本指針に掲げた取組項目を着実に実
施し、行政の質を高めることで、県民中心の県政運営の実現を図っ
てまいりたいと考えていますので、県民の皆様のご協力をお願いし
ます。

●「立案・企画」を「企画立案・実行」に修正

●素案から指針確定への段階を踏まえて修正

●日付を「１月」から「３月」に修正

具体的には、持続可能な行財政基盤を構築することはもとより、県民の行政参画の促

進や県民対応の迅速化、多様な主体との連携などにより、県民への行政サービスの高度

化を図ります。

また、真に県民が求める政策を立案・企画する政策県庁の実現や職員の能力向上、情

勢急変の折りには機動的に対応できる筋肉質で無駄のない行財政体制の整備など、行政

体としての大分県庁の高度化を図ります。

本県では、昨年、長期総合計画である「安心・活力・発展プラン 」について、各2005

界各層の県民の皆様のご意見を伺いながら中間見直しを行い、夢と希望を持ち、心豊か

に暮らせる大分県づくりを目指すこととしました。

、 。本指針は プラン の期間と連動する今後４年間を視野に入れたものとしています2005

これを実行することにより、持続可能な行財政基盤を構築し、プラン に掲げる政2005

策の実現を下支えするものです。

本指針（素案）は、行財政改革本部会議での検討や、民間の学識経験者、有識者等の

意見も取り入れながら 「素案」の形で現段階での検討結果を取りまとめています。、

今後、広く県民の意見を募集する手続き（パブリックコメント）を行うとともに、県

議会や行財政改革推進委員会等からのご意見も伺いながら、この指針に反映させ、本年

度中には成案を得たいと考えています。県民の皆様からの積極的なご意見をお願いしま

す。

平成２４年１月 大分県知事 広瀬 勝貞
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１．政策県庁の構築

（1）政策情報の収集と共有

素 案 修 正 検 討 項 目
Ⅰ．県民中心の県政運営の実現

～ 行政の「質」の向上、透明性の確保 ～

県民中心の県政運営を実現するには、県民の声に耳を傾け、現場に根ざした独自の

政策を立案、実行する「政策県庁」を構築する必要があります。

そのためには、職員一人ひとりがアンテナを高く張り、現場のニーズや時代の変化

を敏感に捉えて政策につなげていくことが重要です。職員研修の充実等により職員の

政策形成能力の向上を図るとともに、「ＯＩＴＡチャレンジ運動」による職員の意識

改革を図り、自ら考え行動する大分県庁を目指します。

また、県民の主体的･積極的な行政参画を促進するため、多様な広報媒体を活用し、

県政情報を積極的に発信するとともに、あらゆる機会を通じて県民ニーズを把握し、

県政運営に反映していきます。

さらには、情報公開制度や公益通報制度の適切な運用、監査機能の強化等により、

行政の透明性を高めるとともに、行政手続きの簡素化や業務改善を推進することで、

県民の利便性や行政サービスの向上を図ります。

政策の企画・立案の基礎となる県民ニーズをより的確に把握するため、県政ふれあ

（2）政策形成のための環境整備

政策の企画・立案の基礎となる県民ニーズをより的確に把握するため、県政ふれあ

いトークや県政出前講座など従来の手法に加え、県民世論調査やネットアンケート調

査など、県民の声の幅広い収集に努めます。

また、アンテナを高く張り、国の動向や社会経済情勢の把握に積極的に取り組みま

す。

さらに、収集した情報については、職員個人だけでなく、県職員全体で共有する仕

組みづくりを進めます。

県民ニーズに対応する政策を創造するためには、十分に時間をかけて議論を重ね、

磨き上げていく必要があります。

そのため、ムダ、ムリ、ムラの解消を進め、議論できる環境を整備するとともに、

風通しが良く議論しやすい職場づくりを進めます。

また、複数の部局に関係する課題を解決するため、部局間連携をより強化し、部局

の垣根を越えた総合的な政策の形成を図るとともに、部局横断の個別の政策課題につ

いては、機動的に対応できるＰＴ（プロジェクトチーム）やＷＧ（ワーキンググルー

プ）を積極的に活用します。

加えて、統計は政策形成のための不可欠な客観的データであることから、統計資料

の政策的観点からの分析、その成果の積極的な活用及びそのための統計主管課と各部

局との連携確保の取組を強化します。

さらに、県政の総合企画や総合調整を行う部長会議や政策企画委員会の議論の活性

化を図ります。
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素 案 修 正 検 討 項 目
（3）現場主義の徹底

２．県民の行政参画の促進

（1）県民意見の反映

○幅広い県民の声の反映

Ｐｌａｎ（企画立案）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔｉ
ｏｎ（見直し）のサイクル

※ＰＤＣＡサイクル
Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔｉｏｎ（改善）のサイクルを繰り
返すことにより、業務を継続して改善していくマネジメント手法。

県政ふれあいトークや県政出前講座、各部局での現場訪問等を通じて直接県民の声

を聴く機会の拡充を図り、現場主義を徹底します。

政策のヒントは現場にあるため、現場において県民の求めるニーズや課題を掘り起

こし、その本質を見極め、現場に即した解決策を実行していくことが重要です。

そのため、職員一人ひとりが積極的に現場に出向くなど情報収集に努め、住民の立

場に立って政策を考え抜く「現場主義」をさらに徹底し、現場の声をよく聴き、現場

の知恵を生かした政策づくりを進めます。

あわせて、政策のＰＤＣＡサイクルも重要なことから、企画立案段階はもとより、

実行段階、評価段階、見直し段階のそれぞれで、効率的・効果的な展開を図ります。 ●政策のＰＤＣＡサイクルにあわせて、注釈の記載を修正

○審議会への公募委員拡大

若年層からの意見聴取の機会を拡充するなど、

を聴く機会の拡充を図り、現場主義を徹底します。

また、県政モニターやパブリックコメント等の書面やメール等による広聴制度にお

いては、県民の声をこれまで以上に幅広く、的確に把握し、今後の施策に反映できる

よう、若者からの意見聴取の機会を拡充するなど、制度の充実を図ります。

広聴により得た情報については、ホームページ等により県民に公開するとともに、

県庁全体で情報共有・活用する仕組みを充実します。

県民の多様な意見をより県政に反映させるため、「審議会等の設置及び運営に関す

る基本指針（平成１７年２月策定）」に基づき、審議会等の適正な運営及びその効率

化や活性化を図るとともに、審議会等における公募委員や女性委員の積極的な登用を

推進します。

また、会議の公開や会議資料をホームページで公表するなど、審議会等の透明性の

向上を図ります。

○県民視点での行政評価の実施

ＰＤＣＡサイクルを確立し、県民視点に立った行政評価を実施するため、評価内容

を分かりやすく伝え、意見を聴取できる行政評価の手法を検討します。

●「若者」を「若年層」に記載を統一
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素 案 修 正 検 討 項 目

（2）積極的・効果的な県政情報発信

○各種広報媒体の積極的活用

○県政情報の効果的な発信

○職員の広報スキルアップ、パブリシティの推進

平成２４年度から

各所属による単独記者説明の実施、

各種計画の策定過程や財政状況（予算要求、予算編成、決算等）、政策・施策・事

務事業評価結果、各種監査結果など、あらゆる場面での県政情報を効果的に発信し、

県民への説明責任を果たすとともに、常に受け取る側の視点に立ち、分かりやすい情

報発信に努めます。

広報研修会の開催等により、職員の広報マインドの醸成や広報スキルの向上を図る

とともに、知事定例記者会見や定例部局記者発表の機会活用、単独記者説明の実施、

記者室への「お知らせ」の徹底など、報道機関への積極的な情報提供に努めます。

県民の県政への理解を深めるため、広報誌、テレビ、ラジオ、新聞、ホームページ

等、各種広報媒体の特性を活かした効率的かつ効果的な広報を展開します。

また、若年層の利用が多いツイッターを２４年度から本格導入するなど、あらゆる

世代への魅力的な情報発信に努めます。

●「単独記者説明」について補足説明を追記

●「平成」を追記

○情報公開制度の的確な運用

３．透明性の高い県政運営

（1）県民サービスの向上

○迅速な対応による県民サービスの向上

相手の立場に立った分かりやすい表現にするよう努めます。

県民等がわかりやすく利用しやすい情報公開制度を目指して、情報化の進展などの

社会環境の変化を見据えた制度の見直しを検討するとともに、職員一人ひとりが制度

やそれに伴う事務について十分理解し、多様な情報ニーズに迅速・的確に対応できる

ように、職員に対する啓発にも継続して取り組みます。

県庁への来庁者や県民からの問い合わせに対しては、県政相談部門、広聴部門など

におけるワンストップによる対応を推進します。また、県政モニターや知事への提案

などの県民意見については、迅速な対応に努めます。

さらに、県民への説明・情報提供に際しては、相手の立場に立った分かりやすい表

現に努めます。

●「表現に努めます」について、「表現にするよう努めます」に修正
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素 案 修 正 検 討 項 目
○電子申請等受付システムの利用促進

（2）公務員倫理の徹底
○コンプライアンス（法令遵守）意識の徹底

○公益通報制度の適切な運用

公益通報者保護法の主旨を踏まえ、階層別研修等において、公益通報制度及び「大

分県の機関の職員等からの公益通報等の処理に関する要綱」に基づき設置している弁

電子申請等受付システムについては、利用可能な対象業務の広報・周知、対象業務

自体の拡大、添付書類の軽減による申請手続きの簡素化等に取り組み、県民の利便性

向上と事務の効率化を図ります。

あわせて、住民アンケートの実施などに有効な簡易申請機能（ＩＤ・パスワードを

必要とせず、携帯電話からも利用が可能）の活用を図り、システムの利用促進に努め

ます。

職務の公正な執行と公務に対する県民の信頼を確保するため、綱紀粛正を徹底する

とともに、階層別研修や職場研修において「公務員倫理」の充実を図り、法令遵守意

識を徹底します。

また、県が関与する法人等（公社等外郭団体、指定管理者、庁舎内に事務局を置く

任意団体等）に対しても、法令や各種指針等に基づき、法令遵守について指導・監督

を徹底します。

○職務に関する働きかけ要綱の適切な運用

（3）監査の充実
○監査機能の充実

「監査の質の向上」が「行政の質の向上」の下支えになるよう、

分県の機関の職員等からの公益通報等の処理に関する要綱」に基づき設置している弁

護士による外部通報受付窓口等の周知を図るなど、コンプライアンスの向上に努めま

す。

「一定の公職にある者等からの職務に関する働きかけについての取扱要綱」を適切

に運用し、県職員の職務執行における公正の確保及び透明性の向上を図ります。

監査委員が行う監査（定期監査、行政監査など）については、「監査の質の向上」

が「行政の質の向上」の底支えになるよう、正確性・合規性はもとより、経済性・効

率性・有効性の観点も重視した実効性のある監査の実施に努めるとともに、県民に分

かりやすい監査結果の公表を行います。

あわせて、外部の専門家による包括外部監査を通じて、県の事務執行の効率化や組

織運営の合理化を図るなど、監査機能の一層の充実に努めます。

※定期監査
県の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について、毎年実施する監査
※行政監査
県の行政事務の執行について、毎年、特定のテーマを定めて実施する監査
※包括外部監査
県の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について、公認会計士等の外部の専門家が
毎年、特定のテーマを定めて実施する監査

●「底支え」を「下支え」に修正
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素 案 修 正 検 討 項 目
○監査結果の活用

（4）入札・契約制度の適正な運用

４．職員の能力向上・意識改革

（1）職員の能力向上

○人材育成

各種監査の結果に対して、早急かつ適正な措置を行うとともに、効果的・効率的な

行財政運営につながるよう監査結果の活用を図ります。

また、監査結果に対する措置状況については、継続的にフォローアップし、ＰＤＣ

Ａサイクルの実効性を確保します。

入札・契約事務においては、透明性・公正性・競争性を確保するとともに、品質の

確保を図るなど、引き続き、入札・契約制度の適正な運用を行います。

加えて、随意契約による場合でも、「随意契約執行指針」に基づく適正な事務手続

きとあわせて、引き続き、契約情報の公表による透明性の確保を図ります。

また、契約前の事前指導を行うとともに、会計実地検査における事後確認の徹底な

どに取り組みます。

○人材育成

○職員研修等の充実

◆政策力の向上 ◆政策力の向上

職員の人材育成については、「新大分県人材育成方針（平成１９年１２月策定）」

において、求められる人材像と組織風土を示すとともに、具体的育成策については、

毎年１２月に策定する翌年度の「人事管理の運営方針」に反映していますが、今後は

行政の質の向上を図るため、県職員に求められる①専門性、②現場感覚、③幅広い知

識・ネットワーク（横の連携）、④コミュニケーション能力、⑤マネジメント能力（

管理職）の向上に重点を置いた職員研修体系の整備・充実に努めます。

なお、「新大分県人材育成方針」については、公務員制度改革等の動向を踏まえ、

必要な見直しを行います。

また、「公立学校教職員の人材育成方針」に基づいた教職員の人材育成や、精強な

第一線警察の構築に向けた警察官の人材育成にも取り組み、資質や職務遂行能力の向

上等に努めます。

県民の思いをしっかり受け止めて政策を立案し、実行できる政策県庁を実現するた

め、若手職員から段階的に政策形成能力を身につける職員研修の充実を図ります。

また、民間企業等への派遣や市町村等との人事交流を進め、県民が求めているもの

を的確に把握して実行することができる人材を育成します。

-６-



素 案 修 正 検 討 項 目
◆専門性の向上

◆適正な会計管理体制の充実

○人材の活用と登用

◆人事評価制度の充実

複雑・多様化する県民ニーズや課題に対応できる人材を育成するため、各分野に精

通・習熟し、当該分野の中核を担うことができるエキスパート職員を養成します｡

また、専門・技術職員の育成については、各部局が「部局別人材育成計画」に基づ

き主体的に取り組み、ＯＪＴや専門的な技術・知識習得のための研修を実施します。

◆コンプライアンス（法令遵守）意識の徹底 （再掲）

職務の公正な執行と公務に対する県民の信頼を確保するため、綱紀粛正を徹底する

とともに、階層別研修や職場研修において「公務員倫理」の充実を図り、法令遵守意

識を徹底します。

平成２４年度から稼働する「新財務会計システム」及び「備品管理システム」を活

用し、事前合議を含む会計相談体制の充実を図るとともに、重点を置いた効率的な会

計実地検査や効果的な研修を実施することにより、適正な会計処理や備品管理を徹底

します。

◆人事評価制度の充実

◆人事交流の促進

◆女性職員の登用

人事評価制度は人材育成に不可欠な要素であり、職員の能力と実績を適正に評価す

る仕組の構築が求められています。このため、勤務評定制度における自己評価の対象

者拡大や、業績評価制度の推進など、より充実した人事評価制度を構築します。

また、職員のモチベーションの維持・向上を図るため、評価の結果を人材育成や任

用等の人事管理に適切に反映していきます。

県庁外の環境で仕事を行うことを通じて、幅広い視野と新たな発想を培うため､国､

他県、市町村及び大学等への人事交流や派遣研修を拡充します。また、経営感覚やコ

スト意識の醸成のため、民間企業等への派遣研修を推進します。

女性職員の割合が増加する中で、｢大分県女性職員キャリア形成指針｣に基づき、男

女問わずチャンスが公平に与えられる人事配置、メンター制度等の充実による支援、

出産や子育てにおいても安心して働くことができる職場環境の整備、女性職員や管理

職員を対象とした意識改革の促進等を行い、長期的視野に立った幅広いキャリア形成

を通じた女性職員の育成・登用を推進します。
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素 案 修 正 検 討 項 目
◆ワーク・ライフ・バランスの推進

◆健康管理対策の充実

○公務員制度改革への対応

◆労使関係制度改革への対応

自己研さん

平成２３年度中に

地方公務員の労使関係制度は行政サービスに重要な関わりを持つ問題で
す。地方自治体は、議院内閣制である国と異なり、首長・議員がともに
住民により直接選挙で選ばれる二元代表制であることなどから、これら
の地方自治制度の特性等の地方の実情を踏まえた制度となるよう、引き続
き、全国知事会を通じて慎重な検討を求めるとともに

職員のモチベーションを維持し、公務能率の向上を図るためには、子育てや介護、

あるいは自己研鑽といった家庭生活の充実も重要であることから、育児や介護の支援

制度の活用促進や、効率的な仕事の進め方に向けた職員の意識改革などに努め、仕事

と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進します。

政策県庁を実現するためには、職員一人ひとりが心身共に健康で、その能力を十二

分に発揮できるようにすることが重要であることから、２３年度中に策定する「第二

期大分県職員健康管理指針」に基づき、職員の健康管理の充実に努めます｡

国の公務員制度改革と並行し、国から地方公務員にも協約締結権を付与する方針が

示されたところですが、地方公務員の労使関係制度は行政サービスに重要な関わりを

持つ問題であることから、二元代表制などの地方自治制度の特性等の地方の実情を踏

まえた制度となるよう、全国知事会を通じて慎重な検討を求めるとともに、本県にお

いても、時代に即した適切な労使関係制度について検討します。

●「平成」を追記

●「自己研鑽」を「自己研さん」に修正

●職員意見を踏まえて、分かりやすく補足説明を追記

◆高齢期の雇用問題への対応

（2）意識改革・業務改善

○ＯＩＴＡチャレンジ運動の深化

「整理・整頓・清掃・清潔・習慣化」の頭文字Ｓをとって、「５Ｓ」と
言われる。

平成２５年度から公的年金の支給開始年齢が段階的に６０歳から６５歳まで引き上

げられることから、人事院の定年延長に関する意見の申出（H23.9.30）の趣旨や、そ

れを受けた国家公務員における検討の動向を踏まえ、高齢層職員の能力を十分に活用

するとともに、組織の活性化に資するための人事制度の構築に努めます。

政策県庁の実現に向けて業務の効率化や職員の意識改革に取り組む「ＯＩＴＡチャ

レンジ運動」をさらに進めるため、５Ｓの推進や節電の取組を通じて、県民の視点に

立ったムダの洗い出しや全庁を挙げた不断の点検・見直しを行います。

さらに、職員提案制度の充実や表彰等により、職員の改善意欲の向上を図るととも

に、職場をあげて改革に取り組む組織風土づくりを目指します。

また、階層別研修や職場研修におけるマナー（接遇）研修の充実や引継の徹底によ

り、県民サービスの向上に努めます。

※５Ｓ
業務改善の基本的な手法で、業務の効率化のために徹底されるべき「整理・整頓・清掃・清潔・
しつけ」の頭文字Ｓをとって、「５Ｓ」と言われる。

●「５Ｓ」のうち「しつけ」を「習慣化」に修正
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素 案 修 正 検 討 項 目
○危機管理意識の醸成

○地域活動参加の促進

○行政情報システムの全体最適化推進

平成２３年度から
情報システム全体最適化計画をさらに推進し、開発・運用にかかるコストの縮減と

行政事務の効率化を図ります。あわせて、２３年度から一部に導入している情報シス

テムの導入効果を検証する仕組み等について、２４年度から全面適用し、ＰＤＣＡサ

イクルの実効性を確保します。

また、県組織全体として、情報セキュリティ対策の徹底と意識の醸成を図り、情報

セキュリティの確保に努めます。

県民の安全・安心な生活を維持し、社会経済活動への影響を最小限に抑えるため、

必要な県の行政機能を維持することができるよう準備を進めるとともに、研修等を通

じ、その徹底を図ることにより、職員の災害対策に関する意識の高揚を図ります｡

また、その他の突発的な事案・事故等に迅速かつ的確に対応するため、所管部局を

中心にした部局横断的な職員研修等により、職員の危機管理能力の向上を図ります。

職員の地域活動参加は、より地域・県民の視点に立った政策立案等を可能にするな

ど自己研さんの場ともなることから、職員の地域活動事例の紹介や県民活動支援状況

の紹介などの情報提供を行い、職員の地域活動参加の取組を推進します。

●「平成」を追記

○ＩＣＴを活用した事務の効率化

平成２５年度の

※情報システム全体最適化計画
全庁の各種情報システムのあり方を見直し、統一的な開発・運用、調達を行うための計画。
サーバの統合によるコストの縮減、共通システム構築や統一ルール導入による事務の効率化等を
図る。

職員一人ひとりが仕事の進め方を常に点検しながら、会議や研修会、庁舎外におけ

るプレゼン業務などに携帯型小型端末やタブレット端末を活用するなど、ＩＣＴを最

大限に活用した事務の簡素化・効率化・迅速化に努めるとともに、電子県庁推進本部

の機能強化を図り、ＩＣＴを活用した業務改善の更なる全庁展開を図ります。

また、２５年度の職員パソコンの更新などＩＣＴ環境の整備にあたっては、新たな

業務形態や事務改善に対応できるよう検討します。

※ＩＣＴ（Information and Communication Technology）
「情報通信技術」の略であり、コンピュータやインターネットに関する技術の総称。
※携帯型小型端末
Netbookなどの小型で軽量のノートパソコン。
※タブレット端末
iPadなど薄い板状のタッチパネル方式のコンピューター。

●「平成」を追記
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素 案 修 正 検 討 項 目

１．財政基盤の強化

平成２７年度末

多様化する県民ニーズや行政課題に効果的・効率的に対応していくためには、限ら

れた人的資源や財産、財源を最大限に活用したスリムで効率的な行政体制を構築して

いくとともに、将来を見据えた持続可能な行財政基盤を維持していくことが重要です。

まず、財政基盤の確立について、２７年度末において安定的な財政運営に必要な基

金残高３００億円を確保するためには、これまで培ってきた「行革実践力」の発揮が

不可欠です。県税の徴収強化や基金等の活用により歳入を確保するとともに、歳出に

ついては、あらゆる経費について、事務事業の見直しやスクラップ･アンド･ビルドを

さらに徹底するなど、不測の事態にも対応できる足腰の強い行財政基盤を維持します。

また、県民ニーズに対応して各種施策をより効果的に実現できるよう組織の機能充

実や改廃を行うとともに、公社等外郭団体や任意団体等の組織機構に準じる団体につ

いても存廃も含めた見直しを行います。

さらには、売却や貸付等による県有財産の有効利活用に努めるとともに、経営的視

点に基づいたファシリティマネジメントを推進し、維持管理コストの削減や長寿命化、

ライフサイクルコストの平準化を図ります。

Ⅱ．持続可能な行財政基盤の確立

～ 徹底した無駄の排除と機動的な行財政運営 ～

●「平成」を追記

１．財政基盤の強化

（1）歳入の確保

○県税収入の確保

○基金等の活用

自主財源の大宗を占める県税については、徴収強化を図り、引き続き税収確保に取

り組みます。特に、税源移譲に伴い徴収率が低下した個人県民税については、県徴収

職員の市町村への派遣や、地方税徴収強化対策連絡会議の活用などにより、市町村と

の連携を一層深めながら税収確保を図ります。

基金に属する現金については、金融機関での預金運用期間の複数年化を行うほか、

国債・地方債等の保有も含め、最も確実かつ有利な方法により運用するとともに、歳

計・歳計外現金についても、引き続き、効率的運用に努めます。

介護保険法改正により取崩し可能となった介護保険財政安定化基金を一部繰り入れ

て、増嵩する扶助費の財源に活用するなど、基金の有効活用を図ります。

公社等外郭団体が保有する基金等については、事業効果等を検証した上で規模縮小

などの見直しを求めます。

また、県立美術館整備などのプロジェクトについて、今後の財政需要に備えた各種

基金への積立を計画的に行います。
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素 案 修 正 検 討 項 目
○未利用財産の有効利活用推進

○有利な財源の確保

○新たな財源の確保及びその活用

国庫補助金や交付税算入率が高い地方債等の有利な財源の確保に努めま
す。

県有施設へのネーミングライツ制度の導入拡大や県広報誌への広告掲載料の確保等

を検討するとともに、公募による自動販売機設置に伴う貸付料収入を庁舎の維持修繕

経費等に活用するなど、引き続き新たな財源の確保と活用に努めます。

また、市街地中心部にある遊休地等については、適切な売却時期を見極めながら、

売却困難な老朽施設・跡地の管理や権利関係の調整など、未利用財産利活用のため

の条件整備を進めるとともに、長期低落傾向にある地価動向を注視しながら、適切な

売却時期を見極め、インターネットなど広報媒体の活用、地元市町村や不動産関係者

等への働きかけ強化などにより、売却の促進を図ります。

あわせて、売却時期までの活用策としての執務スペース・駐車場用地等での民間貸

付けなど、利活用手法の多様化による収入確保に引き続き努めます。

一般財源（県税、地方交付税等）の今後の見通しが不透明な中、国庫補助金や地方

債等の有利な財源の確保に努めます。

特に国庫補助金については、常に新設・廃止等の情報収集に努め、積極的な活用を

図るとともに、本県のニーズに即した補助制度の創設や弾力的運用などを国に要望・

提案していきます。

●「地方債等の有利な財源」について補足説明を追記

○受益者負担の適正化

（2）歳出の削減

○事務事業のさらなる見直し

○補助金等の見直し

また、経営改善に取り組んでいる県立病院に対する繰出金や貸付金に
ついて見直します。

また、市街地中心部にある遊休地等については、適切な売却時期を見極めながら、

駐車場用地として貸し付けるなど、代替的収入の確保策を講じます。

港湾施設など県有施設の使用料や許認可事務等に係る手数料について、受益者負担

適正化の観点から、国や九州各県等の動向等も勘案し見直しを行います。

予算編成過程はもとより、予算執行段階においても、各種監査や事務事業評価等を

踏まえ、あらゆる経費について徹底的な見直しを行い、少なくとも毎年度４０億円の

経費縮減を図ります。

具体的事業を補助対象とせず、各種団体の運営費の一部となっている補助金や国所

管法人に対する負担金等については、社会経済情勢や県民意識の変化等を踏まえ、改

めて必要性を検証した上で適正な内容に見直します。

●平成２４年度当初予算案計上を踏まえて追記
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素 案 修 正 検 討 項 目
○総人件費の抑制

○公債費等の抑制

２．組織機構の適正化 ２．組織機構の効率化

（1）効率的な組織体制の確立

国や各県等との均衡を考慮しながら、

県債発行に際しては、資金調達方法の多様化により借入コストや金利変動リスクの

低減に努め、将来の公債費を抑制します。

臨時財政対策債を除く実質的な県債残高については、発行抑制や繰上償還により、

引き続き残高減少に努めます。

また、既に建設した職員住宅等の建設償還金についても、高金利分の繰上償還を行

い、将来負担の軽減を図ります。

複雑多様化する行政ニーズに対応するため、事務事業の徹底した見直しや「選択と

集中」による定数再配分等を行うとともに、財政状況や行政を取り巻く環境の変化に

対応できるよう、職員定数のゼロベースからの見直しなどによる適切な定数管理によ

り、総人件費の抑制に努めます。

また、給与制度・運用については、国や各県との均衡を考慮しながら、引き続き説

明責任を果たせるよう、適切な対応を行います。

●「国や各県」に「民間」も含める趣旨で「等」を追記

●「組織機構の適正化」を「組織機構の効率化」に修正

○効率的で質の高い組織体制の構築

○フラット制の運用見直し

○教育行政システムの改革

従来の組織にとらわれることなく、分権型社会にふさわしい効率的で質
の高い組織体制の確立を図ります。

行政サービスの受け手である県民の視点に立って、①県民に分かりやすい組織、②

縦割り型ではなく多様な課題に総合的に対応できる組織、③迅速な情報収集や意思決

定ができ、県民のニーズにワンストップで対応ができる組織を組織見直しの原則とし

て、分権型社会にふさわしい効率的で質の高い組織体制の確立を図ります。

権限責任の明確化、能力のある人材の登用、迅速な意思決定、新たな行政需要への

柔軟な対応及び職員のモラールアップをコンセプトに平成１６年から順次フラット制

を導入していますが、人材育成機能やチェック機能の低下等の問題点が指摘されてき

ています。このため、各所属において、班総括の権限や業務、決裁ルートや決裁後供

覧のあり方を見直し、副任制度の有効活用を徹底するなど、人材育成機能やチェック

機能を強化した運用への改善を図ります。

教育行政に対する県民の信頼を回復するため、これまで教員採用試験、管理職選考

試験を見直すとともに、民間人校長の配置や新たな人事評価制度の導入等の人事管理

制度の改革、組織の見直しを推進し、権限と責任が明確で透明性の高い教育行政シス

テムの確立に取り組んでいます。今後とも市町村教育委員会・学校と連携を図りなが

ら、不断に見直しを行い、果敢に改革を進めます。

●職員意見を踏まえて、弾力的に組織を見直すことを追記
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素 案 修 正 検 討 項 目
（2）公社等外郭団体の見直し

○団体の統廃合、出資の引揚げ

○県関与の見直し（業務援助、役員就任、財政的支援）

公社等外郭団体への県職員の派遣については、派遣の必要性や派遣人員などの見直

しを常に行い、必要最小限の人員となるように努めるとともに、団体の自主性・独立

性の観点から、派遣期限を設定するなど、その縮小に努めます。

◆役員就任

公社等外郭団体の県職員の役員就任については、団体の業務が県行政と密接不可分

であり、施策を推進するうえで、県の一定の関与が真に認められる場合のみ行うとい

った視点から検証を常に行い、加えて、公益法人新制度への移行に伴い、就任する役

員ポストや県職員の役職等の見直しを行います。

平成２１年９月に策定した「大分県公社等外郭団体に関する指導指針」に基づき、

団体の設立目的が達成され、あるいは設立の意義が薄れたりしたものなどについては

積極的に統廃合を指導していくとともに、県出資の意義の検証も常に行い、その引揚

げも進めます。

◆業務援助職員

○団体別「見直し方針」の着実な実行

○外郭団体との随意契約の検証 ○団体との随意契約の検証

県の発注は競争入札が原則であり、随意契約は例外であるとの原則を踏まえ、特に

公社等外郭団体との随意契約については、理由や仕様等を再度検証し、競争性のある

契約へ移行できないか十分に検討を加え、県民から疑惑の念を抱かれることのないよ

う、より一層の透明性、公正性の確保に努めます。

員ポストや県職員の役職等の見直しを行います。

◆財政的支援

県からの財政的支援を行う場合は、団体の形態に応じ、その設立目的、公共性の度

合い及び事業の収益性等を十分検討のうえ、対象事業等を限定し、より効率的な事業

運営を指導していき、特に補助金については、県事業との重複を避け、その必要性や

実施効果等を常に検証し、対象範囲や補助率等の見直しを行います。

また、委託料についても、民間企業等との適正な競争のもと、団体の持つ専門的知

識、技術等が活用され、必要な効果が上がっているかなどの検証を常に行い、委託内

容や積算方式等の見直しを行います。

平成２３年度に策定する、団体の統廃合や今後の県関与のあり方などを記載した、

各団体ごとの向こう３カ年間の見直し方針を着実に実行します。 ●「外郭団体」を「団体」に修正し記載を統一
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素 案 修 正 検 討 項 目
○再就職における公平性・透明性確保

○団体の情報公開の推進

（3）任意団体の見直し

３．財産の有効活用

（1）公の施設の活用

公社等外郭団体等の求めに応じた県退職者の再就職については、今後とも県民の理

解と納得が得られるよう、大分県人材活用支援センターを通じた再就職の公表等によ

り透明性の確保に努めます。

「大分県公社等外郭団体に関する指導指針」に基づき、県の出資比率が２５％以上

等の指定団体については、定款又は寄附行為、事業報告書、役員報酬規程等の書類を

事務所に備え置くとともに、インターネットを活用して積極的に情報公開を行うよう

指導します。

県の庁舎内に事務局を置く任意団体については、引き続き、必要性の点検や事務局

体制の見直しを進め、その適正な運営の確保と透明性の向上を図ります。

（1）公の施設の活用

○公の施設のあり方検討

○直営施設の指定管理導入検討

○モニタリング・評価の推進

平成２３年度

指定管理施設については、平成２３年度に策定した「指定管理者制度運用ガイドラ

イン」に基づき、適正な管理運営がなされるよう、モニタリングの徹底を図ります。

また、２３年度に導入した指定管理者評価制度を的確に運用し、施設管理業務の効

率化と県民サービスの向上に努めます。

さらに、直営施設についても評価制度の導入など効果的な検証手法を検討します。

公の施設（直営施設、指定管理施設）については、施設の存続を前提とすることな

く、設立時からの状況の変化や、利用状況などの現状分析を行うなど常に施設のあり

方を検証するとともに、県有施設としての必要性が薄れたものについては、市町村や

民間への譲渡、廃止も含めた検討を行います。

また、利用者アンケートの実施等により県民の声を把握するともに、実施事業や管

理運営の改善につなげることで県民に愛される施設を目指します。

民間で管理運営を行った方がより効率的で質の高いサービスを提供できる施設につ

いては、指定管理者制度の導入を検討します。

●「平成」を追記

-１４-



素 案 修 正 検 討 項 目
○アセットマネジメントの推進

（2）県有財産の活用

○未利用財産の有効利活用推進 （再掲）

○ファシリティマネジメントの推進

これまで整備された社会資本について、できるだけ機能を持続させ、ライフサイク

ルコストを縮減するため、施設台帳の電子化を推進し、点検を継続しながら補修・更

新などの維持管理に関する総合的なマネジメントの策定を進めるとともに、アセット

マネジメントを効率的に推進するための方策を検討します。

※アセットマネジメント
施設の計画的な維持・管理により、適切な時期に施設の補修・更新を行い、ライフサイクルコスト
の縮減を図る取組み。

売却困難な老朽施設・跡地の管理や権利関係の調整など、未利用財産利活用のため

の条件整備を進めるとともに、長期低落傾向にある地価動向を注視しながら、適切な

売却時期を見極め、インターネットなど広報媒体の活用、地元市町村や不動産関係者

等への働きかけ強化などにより、売却の促進を図ります。

あわせて、売却時期までの活用策としての執務スペース・駐車場用地等での民間貸

付けなど、利活用手法の多様化による収入確保に引き続き努めます。

○ファシリティマネジメントの推進

県有財産の戦略的かつ適正な管理・活用を図るため、①未利用財産の有効利活用、

②施設管理の適正化による計画的保全、③維持管理費用の最適化による効率的利用の

３つの観点から、ファシリティ（公共施設）マネジメントの強化に取り組みます。

具体的には、庁内連携体制を強化し、大規模施設や地方総合庁舎等での取組を先行

させながら、維持管理コストや光熱水費の削減、長寿命化やライフサイクルコストの

平準化に引き続き努めます。

平成２５年度を目標年度とする現行の県有財産利活用推進計画に続く、新計画の検

討に際しても、こうした取組の継続強化に努めます。

※ファシリティマネジメント
企業・団体等が組織活動のために、施設とその環境（＝ファシリティ）すべてを経営にとって最適
な状態（コスト最小、効果最大）で保有し、賃借し、使用し、運営し、維持するための総合的な経営
管理活動のことであり、重要な経営基盤である施設を、経営資源の視点から、総合的に企画・管理・
活用する経営手法。
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素 案 修 正 検 討 項 目

４．危機に対応できる機動的な行財政運営

当面の行財政運営については、上記Ⅱ１～３に掲げた各項目に着実に取り組むこと

により、行財政基盤の強化を図ります。

しかしながら、国内外の社会経済情勢の先行きは不透明であり、現在の予測を超え

る緊急事態の発生も想定しておく必要があります。

このため、地方交付税をはじめとする国の地方財政対策の動向等を常に注視する一

方、諸情勢の急変により、仮に本県財政の急激な悪化が予見される場合には、人件費

を含む歳出削減の徹底やマイナスシーリング方式の復活に加え、予算の執行停止など

の緊急措置も視野に置き、機動的な対応を行います。
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素 案 修 正 検 討 項 目

１．民間等との協働

さらに、合併により県内市町村が大きく再編され、規模の拡大や行政体制
の充実等により力を付けている市町村との連携・協働を推進します。
加えて、「政策連合」を通じて九州各県の共通課題の解決に取り組むとと
もに、国の出先機関原則廃止に対応し、九州におけるブロック単位での国の
事務の受け皿として、九州広域行政機構（仮称）の設置に向けた取組を進め
ます。

Ⅲ．多様な主体とのパートナーシップの構築

～ 地方分権型社会に向けた連携・協働 ～

社会経済情勢の変化等による県民ニーズの複雑・多様化や、地方分権の進展等によ

り、官民間、行政間でのパートナーシップの構築が求められています。このため、

「新しい形の公共」の担い手であるＮＰＯや企業等との協働を推進するとともに、地

域の安全・安心に係る分野等で地域団体やボランティアなどとの連携を図ることで、

より質の高い、きめ細かな行政サービスの提供に努めます。

また、ＮＰＯ等の民間との連携に際しては、対等な立場で共通の目的を達成するた

めに協力するという「協働」の精神にのっとり、行政として必要な支援と適切なフォ

ローアップを行います。

さらに、合併により県内市町村が大きく再編され、規模の拡大や行政体制の充実等

により、力を付けている市町村との連携・協働を推進するとともに、「政策連合」を

通じて九州各県の共通課題の解決に取り組みます。

加えて、国の出先機関原則廃止に対応し、九州におけるブロック単位での国の事務

の受け皿としての広域行政体制の整備を図ります。

●「２．市町村との連携」と「３．県を越えた広域連携」の項目にあわせて、文章を区分
●九州広域行政機構（仮称）設置に向けた取組を明記

（1）ＮＰＯとの協働

（2）企業との協働

（3）大学等との協働

地域課題に効果的・効率的に対応するため、高度な知見や研究開発機能等を有する

県内大学等と連携するとともに、大学等と地域との連携事業を推進します。

行政、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が一体となって地域課題の解決を図る「新し

い形の公共」の実現に向けた協働を推進するため、ＮＰＯの活動基盤の強化に取り組

みます。

具体的には、ＮＰＯ情報バンクを活用したネットワークづくりや提案公募型事業を

実施するとともに、ＮＰＯに対する寄附金の税額控除制度の運用を検討します。

また、ＮＰＯとの協働指針の見直しや庁内の部局間連携の強化などにより、推進体

制の整備・充実を図ります。

行政と企業との連携・協働を推進し、県民サービスの充実を図るため、コンビニエ

ンスストアとの包括協定に基づく行政情報の発信・県産品の販路拡大・防犯・防災対

策や、小規模集落における共同作業への支援などを行う｢小規模集落応援隊｣の活動、

森林づくりに取り組む企業との協定に基づく森林環境整備活動などに取り組みます。
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素 案 修 正 検 討 項 目
（4）地域団体・ボランティアとの協働

○地域福祉分野での連携推進

○地域との協働による社会資本の整備推進

○ボランティアによる公共施設の維持管理

（5）減災社会に向けた協働

地域福祉活動の担い手を育成するため、核となるリーダーや幅広い層の人材育成に

努めるとともに、地域住民が主体となって取り組む支え合い活動の支援や活性化を図

り、ボランティアなどと連携し、地域ぐるみで支え合う仕組みづくりを推進します。

各土木事務所において、地域の方々と一緒に道路や河川整備のあり方を検討するワ

ークショップを開催するなど、共に考え、共に行動して社会資本の整備や維持管理、

防災などの取り組みを行います。

環境美化意識の高揚やボランティア活動の活性化を図り、県民との協働によるまち

づくりを推進するため、「道路愛護ボランティアサポート事業」や「きれいな川づく

り推進事業」、「安全・安心な地域づくりサポート事業」など、地域に密着した行政

サービスを実施し、県民、ボランティアの参画を図ります。

（5）減災社会に向けた協働

（6）産学官連携

（7）アウトソーシングの推進

地域産業の振興を図る観点から、ビジネスチャンスの拡大等、出口を見据えた産学

の出会いの場づくりや交流活動の活発化など、引き続き産学官連携の仕組みを幅広く

産業界に定着させるための側面的な支援を行います。

また、地域産業を支える自動車、半導体、医療機器などの戦略的な産業分野を中心

に、具体的な成果に結びつく産学官連携を一層推進します。

行政運営の効率化や民間活力の導入という観点から、民間との協働を一層促進する

ため、民間が担うことがより効果的・効率的な分野・事業について、引き続きアウト

ソーシングを推進します。

東日本大震災を契機として､地域住民による自主的な防災活動を行う体制の確立が､

地震等による災害発生時の被害軽減に重要であると再認識したことから、市町村や地

域と連携して自主防災組織の育成強化を図るとともに、防災士を養成します。

また、県・市町村の災害ボランティアセンターを有効に機能させるため、災害ボラ

ンティアコーディネーターの育成に努めます。
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素 案 修 正 検 討 項 目

２．市町村との連携

（1）合同研修等の拡充 （1）職員研修の一元化の推進等

（2）事務の共同実施

（3）権限移譲の推進

（略）

そこで、平成２４年２月に全市町村から行われた要請を踏まえ、県職員
と市町村職員の研修組織を統合し、合同研修の拡充等を行う研修一元化
を推進します。
あわせて、市町村職員実務研修生の受入れや県と市町村との人事交流を
進め、市町村との連携を推進します。

将来にわたる住民サービスの維持・向上のため、これまで行ってきた小
規模集落対策や鳥獣被害対策、農業振興の広域的産地づくり等におい
て、市町村との連携をさらに進めていきます。
また、県と市町村が各種住民サービスを実施する機関を共同して設置
するなど、地域の実情に応じた効率的で効果的な仕組みを検討します。

地方分権の進展等、県と市町村を取り巻く環境が急激に変化するとともに、住民ニ

ーズが高度化・多様化する中で、地方行政を担う職員一人ひとりの政策形成能力・業

務遂行能力を向上させることが求められています。また、地域の振興・発展をより効

果的・効率的に進めていくためには、現場での県職員と市町村職員の連携・協力が今

後ますます重要となってきます。

このため、県と市町村との合同研修を拡充するとともに､その体制づくりを検討し､

市町村職員実務研修生の受入れを促進します。

あわせて、県と市町村との人事交流を進め、市町村との連携を推進します。

将来にわたる住民サービスの維持・向上のため、県と市町村が共同して各種住民サ

ービスを実施すること等について、地域の実情に応じた効率的で効果的な仕組みを検

討し構築します。

●パブコメ等の「市町村との連携」に対する意見を踏まえて修正・追記

●第２次素案決定後の新たな動き（市町村からの要請）を踏まえて修正

３．県を越えた広域連携

（1）他県との連携推進

するなど、地域の実情に応じた効率的で効果的な仕組みを検討します。
市町村の自主性、自立性を強化し、住民サービスの向上を図るため、今後も引き続

き権限移譲のあり方と具体の権限移譲対象事務について県と市町村とで十分に協議を

重ねながら、権限移譲の推進を行います。

また、第２次一括法による４７法律に係る権限移譲についても、市町村が円滑かつ

確実に対応できるよう県として支援します。

さらに、地方分権改革推進委員会の勧告に盛り込まれた他法律に係る権限移譲につ

いても、法制化に備えて市町村との情報共有、連携に努め、権限移譲のさらなる推進

に円滑に対応できるよう取り組みます。

九州の横軸である長崎県、熊本県と連携した観光ルートの策定やプロモーション活

動による観光振興を図るとともに、宮崎県と共同策定した「東九州地域医療産業拠点

構想（東九州メディカルバレー構想）」に基づく関連産業の集積や地域活性化を推進

します。

また、東日本大震災を契機として、九州地方知事会に「九州・山口９県被災地支援

対策本部｣を設置するなど、大規模災害時の広域応援体制の構築に取り組んでいます｡

九州各県をはじめ、隣接する中国・四国各県など県を越えた広域的連携の視点に立

った政策を様々な分野において展開することにより、県行政のより一層の高度化・効

率化を図ります。
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素 案 修 正 検 討 項 目
（2）政策連合の推進

（3）九州広域行政機構の取組

九州・山口の各県知事で組織する九州地方知事会では、国際化や環境問題、少子高

齢化・人口減少社会への対応など、各県に共通する課題に対し、一体となって共通の

政策を作り上げ、連携して実行していく「政策連合」の取組を進めています。

広域的な視点に立って、産業や環境、防災など幅広い分野における地域課題を効果

的に解決することによって、住民サービスの向上につなげます｡

九州地方知事会では、政府の標榜する国の出先機関原則廃止の動きに呼応して、九

州地域の活性化と地域住民の福祉の向上を第一に、分権型社会の確立に向け、九州７

県を所管する国の出先機関の事務、権限、人員、財源等を地方が「丸ごと」受け入れ

る組織として、「九州広域行政機構（仮称）」の設立に向けて取り組んでいます。

機構は、各県知事と県議会議員の代表者による二元代表制の下で運営し、これまで

の国の出先機関では不足していた住民の意思を政策に反映する仕組みの導入や迅速な

事務執行、省庁縦割り行政の弊害の解消を図ります。
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素 案 修 正 検 討 項 目

○前提条件

１歳 入

国の①中期財政フレーム（H24～26 ・H23.8.12閣議決定）
②平成24年度の概算要求組替え基準（H23.9.20閣議決定）、
③平成24年度地方財政収支の仮試算（H23.9.29総務省公表）等を参考

・これまで、行財政改革プラン（H16～20）及び中期行財政運営ビジョン（H21～23）に取り組み、目標を上
回る財政調整用基金残高を確保するなど、着実に成果を上げてきた。この見通しは、本年度がビジョンの
最終年度であるとともに、安心・活力・発展プラン２００５の見直し時期でもあることから、国の資料等
を参考に２４年度から２７年度までの大まかな財政収支を機械的に試算したものである。

（１）県税・交付税・臨財債等
H24は総務省仮試算の一般財源伸び率：0.9％、
H25以降は一般財源総額の水準を維持するとした中期財政フレームの考え方を踏まえH24と
同額を計上

（２）国庫支出金 扶助費、投資的経費等の歳出に連動

（３）県債（通常債） 投資的経費に連動

（４）その他収入 国の補正に伴う各種基金事業の終了を考慮

Ⅳ．今後の大まかな財政見通し（平成24年度当初予算編成時に見直し予定）

１ 歳 入

国の「中期財政フレーム」を踏まえ原則として２４年度の一般財源総額が維持されるものとして
推計。ただし、それぞれの歳入項目については個別要素を反映

うち県税
国の「経済財政の中長期試算」における名目成長率を見込む。加えて、決定されている税制改
正内容を考慮

うち交付税・臨財債 一般財源総額の維持を前提に、県税・地方譲与税の増加額を一定割合で減算

人件費（義務教育教員分）、社会保障関係費、投資的経費等に連動

投資的経費に連動、退職手当債は２４年度（３０億円）と同額

分担金及び負担金については、投資的経費に連動
諸収入については、市町村振興資金貸付金償還見込み等を反映
繰入金については、国の補正に伴う各種基金事業の終了等を反映

※ １．県税・交付税・臨財債等（一般財源）は、県税、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、臨時財政対策債

【作成にあたっての考え方】
この見通しは、平成２４年度当初予算案及び平成２３年度３月補正予算をベースとして、国の①中期
財政フレーム （H24～26 ・H23.8.12閣議決定）、 ②経済財政の中長期試算 （H24.1.24内閣府公表）、
③平成２４年度地方財政計画（H24.1.31閣議決定）等を参考に現行制度を前提に試算したものである。

（１）県税・交付税・臨財債等

（２）国庫支出金

（３）県債（通常債）

（４）その他収入

Ⅳ．今後の財政収支見通し

●「平成24年度当初予算案」及び「平成23年度3月補正予算」等を踏まえて見直し

※１．県税・交付税・臨財債等（一般財源）は、県税、地方特例交付金、地方譲与税、地方交付税、臨時財政対策債

２．県債（通常債）は、臨時財政対策債除き

２歳 出

①人件費

②扶助費

③公債費

①普通建設補助・直轄

②普通建設単独

③災害復旧事業

（３）その他経費

H23と同額

国の補正に伴う各種基金事業の終了を考慮（普通建設補助分を除く）

（２）投資的経費

借入利率 H24：1.5％、H25以降：2.0％

H24：△2.6％（総務省仮試算）、
H25以降：H24と同額（但し、国の補正に伴う各種基金事業の終了を考慮）

H23をベースに個別事業の状況を考慮

H24以降：3.7％の伸び（社会保障改革検討本部・総務省資料による）

退職者と新規採用者の給与差額等（新陳代謝）を反映

（１）義務的経費

※ １．県税・交付税・臨財債等（一般財源）は、県税、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、臨時財政対策債

２．県債（通常債）は、臨時財政対策債除き

２ 歳 出

①人件費
給与費等：現員数（１６，３５７人 ： H23.12.1現在）をベースに、退職者と新規採用者

の給与差額（新陳代謝）等を反映
退職手当：退職者見込み H24～27：２，５７９人

②社会保障関係費 個別経費ごとに過去３年間の平均伸び率等から推計

③公債費 各年度の発行額に基づき推計 借入利率 ： ２．０％

①普通建設補助・直轄
通常事業費を超えて行う緊急防災・減災事業や国の補正に伴う各種基金事業、東九州自動車
道、玉来ダム等の主要事業については個別に積上げ、その他は２４年度と同額

②普通建設単独
緊急防災・減災事業や防災行政無線整備、美術館建設等の主要事業については個別に積上
げ、その他は２４年度と同額

③災害復旧事業 ２４年度と同額

国の補正に伴う各種基金事業や全国高校総体開催経費等については個別に積上げ、その他
は２４年度と同額

３ その他

条例に基づき、決算剰余金の３分の２以上を財政調整用基金へ積み立てることから、過去の実
績により１５億円を計上

歳入確保や節約等に努め、毎年度４０億円を捻出
（２）行革効果
（歳入確保・節約等）

（１）義務的経費

（２）投資的経費

（３）その他経費

（１）前年度決算剰余金
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素 案 修 正 検 討 項 目

９月補正後 今後増減 最終見込み

3,295 20 3,315 3,325 3,325 3,325

840 840 830 835 835

450 450 440 450 450

1,435 1,435 1,045 1,050 1,055

6,020 20 6,040 5,640 5,660 5,665

3,240 △ 45 3,195 3,245 3,245 3,265

1,665 △ 20 1,645 1,640 1,625 1,640

歳

入

（４）その他収入 1,005

・東日本大震災後の経済情勢等が依然不透明であるが、現時点の結論としては、これまで培ってきた「行革
実践力」を発揮していけば、２７年度末においても安定的な財政運営に必要な基金残高である３００億円
を概ね確保できる見込みである。但し、扶助費が高齢化等の進行により、毎年２０億円から３０億円増加
する状況であることから、地方交付税等の財源措置を国に対して強く働きかけていく必要がある。

・なお、県債残高については、臨時財政対策債が増発されれば総額が増加するが、臨時財政対策債を除く実
質的な県債残高については引き続き減少させていく。

区 分

２３年度

２４年度 ２５年度 ２６年度

(単位：億円）

２７年度

3,325

（２）国庫支出金 840

（１）県税・交付税・臨財債等

（３）県債（通常債） 440

計 5,610

（１）義務的経費 3,285

①人件費 1,655

(単位：億円）

3,337 3,331 3,334 3,337 3,339

うち県税 976 990 1,005 1,021 1,037

うち交付税・臨財債 2,180 2,165 2,146 2,133 2,119

845 834 840 842 829

401 477 470 471 431

1,217 1,140 1,036 1,011 935

5,800 5,782 5,680 5,661 5,534

3,196 3,248 3,254 3,264 3,280

①人件費 1,651 1,629 1,618 1,631 1,644

給与費等 1,492 1,469 1,462 1,460 1,451

２７年度区 分
２３年度
（３月補正後）

２４年度 ２５年度 ２６年度

歳

入

（１）県税・交付税・臨財債等

（２）国庫支出金

（３）県債（通常債）

（４）その他収入

計

（１）義務的経費

●「平成24年度当初予算案」及び「平成23年度3月補正予算」等を踏まえて見直し

1,665 △ 20 1,645 1,640 1,625 1,640

1,505 △ 10 1,495 1,480 1,470 1,470

160 △ 10 150 160 155 170

640 △ 10 630 655 675 700

935 △ 15 920 950 945 925

1,300 0 1,300 1,140 1,165 1,170

880 880 750 745 725

310 310 280 310 335

110 110 110 110 110

1,480 1,480 1,330 1,320 1,320

△ 30 △ 30 △ 40 △ 40 △ 40

6,020 △ 75 5,945 5,675 5,690 5,715

0 95 95 △ 35 △ 30 △ 50

※H23.9月補正で計上 15 15 15

320 95 415 395 380 345

900

①普通建設補助・直轄 725

②普通建設単独 275

（２）投資的経費 1,110

うち給与費等

110

（３）その他経費 1,320

（４）不断の行革（節約等） △ 40

財政調整用基金残高 295

計 5,675

要調整額（歳入－歳出） △ 65

前年度決算剰余金 15

歳

出

1,460

うち退職手当 195

②扶助費 730

③公債費

③災害復旧事業

退職手当 159 160 156 171 193

②社会保障関係費 628 663 684 707 733

③公債費 917 956 952 926 903

1,121 1,265 1,243 1,228 1,104

①普通建設補助・直轄 820 838 818 797 735

②普通建設単独 284 310 308 314 252

③災害復旧事業 17 117 117 117 117

1,483 1,344 1,268 1,251 1,240

5,800 5,857 5,765 5,743 5,624

0 △ 75 △ 85 △ 82 △ 90

－ 15 15 15 15

－ 40 40 40 40

435 415 385 358 323

10,434 10,527 10,566 10,611 10,620

7,588 7,396 7,196 7,020 6,842うち臨時財政対策債除き

歳

出 （２）投資的経費

（３）その他経費

計

財調用基金繰入額（歳入－歳出）

前年度決算剰余金

行革効果（歳入確保・節約等）

財政調整用基金残高

県債残高
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素 案 修 正 検 討 項 目

平成２４年度から平成２７年度までの４年間

県の長期総合計画である「安心・活力・発展プラン２００５」に掲げる政策の実現を下支えする持続可能な
行財政基盤の構築を目指すことから、プラン２００５の期間と連動する４年間としています。

＜参考＞ 行財政高度化指針の体系

＜ 県 民 ＞
「夢と希望あふれる大分県」の実現

「安心・活力・発展プラン２００５」に掲げる政策の実現

行財政運営の高度化

（ 行政の「質」の向上と「行革実践力」の発揮 ）

計画期間

体系図

県

◎
県
民 行

◎
持
続 パ

◎
多
様

進捗状況については、毎年度、指針に掲げた各項目ごとの具体的
な取組内容を分かりやすく整理し、

＜内部＞ 行財政改革本部 知事を本部長として副知事及び各部局長等で構成

＜外部＞ 行財政改革推進委員会 民間有識者を委員として構成

○今後の社会情勢や国の地方分権改革、地方財政対策の動向など、本県を取り巻く環境に著しい変化が生じる
場合は、必要に応じて、本指針の改訂についても検討します。

○進行管理体制

○行財政改革本部による内部的な進行管理とともに、行財政改革推進委員会を通じて外部的な進行管理も併せ
て実施します。

○進捗状況については、県議会広域行政・行財政改革特別委員会に報告するとともに、ホームページ等により、
県民の皆様へお知らせします。

＜ 県 庁 ＞

◆政策県庁の構築

◆県民の行政参画の促進

◆透明性の高い県政運営

◆職員の能力向上・意識改革

県
政
運
営
の
実
現

民
中
心
の

◆財政基盤の強化

◆組織機構の適正化

◆財産の有効活用

◆危機に対応できる機動的な行財政運営

行
財
政
基
盤
の
確
立

続
可
能
な

指針の進行管理

指針の改訂

◆民間等との協働

◆市町村との連携

◆県を越えた広域連携

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
構
築

様
な
主
体
と
の

●パブコメ等の「進行管理」に対する意見を踏まえて追記

●「組織機構の適正化」を「組織機構の効率化」に修正
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素 案 修 正 検 討 項 目

＜参考＞ これまでの行財政改革の取組

○大分県では、昭和60年に第一次の行革大綱に当たる「大分県行政改革大綱」を策定して以

来、積極的に行財政改革に取り組んできました。

【大分県の行革大綱の策定状況】

策定時期 行財政改革方針の名称 実施期間

昭和60年10月 大分県行政改革大綱 昭和60～62年度

平成 7年12月 新行政改革大綱 平成 8～12年度

平成14年 4月 大分県行財政改革大綱 平成13～15年度

平成16年 3月 大分県行財政改革プラン 平成16～20年度

平成21年 3月 大分県中期行財政運営ビジョン 平成21～23年度

○特に、5年間の累計で1,455億円もの巨額の収支不足が見込まれるという非常事態を背景に

平成16年に策定した「大分県行財政改革プラン」では、あらゆる経費をゼロベースで見直す

、 。聖域なき行財政改革に取り組み 目標を大きく上回る1,835億円の収支改善を達成しました

【行革プラン期間中( 16～ 20)の主な成果】H H

取組項目 内 容

大規模施設の見直し 大分香りの森博物館、春日浦野球場等8施設の廃止

指定管理者制度を34施設に導入、ネーミングライツの導入

（職員定数は、行革プラン以降の８年間で、１,０４０名削減）

外郭団体の整理・統合 (財)大分県国際交流センター・(社)大分県林業公社等10団体の解

散・統合、(社)大分県物産協会への支援廃止 等

総人件費の抑制 職員定数を６８５名削減（知事部局等、教育委員会、警察本部）

職員給与等の見直し、退職手当の見直し

歳入の確保 県有財産の売却（副知事、出納長宿舎 、新税の導入（産業廃棄）

物税・森林環境税）

○こうした努力にも関わらず、世界的な景気の低迷や三位一体改革の思わぬ影響等により、

平成21年度からの3年間で200億円を超える収支不足が見込まれたため、中期行財政運営ビジ

ョンを策定し、23年度まで引き続き行財政改革に取り組んできました。

この結果、23年度末の財政調整用基金残高は目標を288億円上回る323億円を確保できる見

込みとなっています。また、県債残高についても臨時財政対策債を除く実質的な残高は10年

連続して減少する見込みとなるなど着実に成果が上がっています。

【中期行財政運営ビジョン期間中( 21～ 23)の主な成果】H H

取組項目 内 容

大規模施設の見直し 緑化センター、県立三重病院の廃止

指定管理者施設の拡大（総合体育館 、評価制度の導入）

外郭団体の整理・統合 道路公社・(財)公営企業協会など12団体を解散・統合等、指導指

針を策定し経営状況等を把握・公表、点検評価の実施

総人件費の抑制 職員定数を３５５名削減（知事部局等、教育委員会）

歳入の確保 県有財産の有効活用（荷揚町体育館跡、大分保健所跡地貸付等）

個人県民税や自動車税等の徴収強化、地方交付税の増額確保

●職員定数のトータル削減数を追記
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